
との工事は、開港百年を契機として根岸湾臨海工業

地帯の造成計画に呼応して取りあげたもので、上水

道は背後地発展を考慮して１日18万７千立方メート

ルの取水確保をその目標とした。この水源は城山ダ

ムであり、相模川（馬入川）下流の寒川地点から約

12キロメートル離れた戸塚区小雀浄水場に水を引

き、浄水した水を磯子・金沢・南・戸塚地区に導く

ものである。立案当時は，第１期工事を39年，第２

期工事を45年完成としていたが，その後工事をくり

あげ40年度内に完成した。この結果，相模湖系統・

道志川系統・馬入川系統あわせて１日73万７千立方

メートルの水を確保した。しかし，人口の集中にと

もなう水需要は急上昇し，45年には１日50万立方メ

ートル、55年には１日116万７干立方メ－トルの水

源不足が見込まれ，暫定措置として実施したのが，

40年度から開始した第７回拡張工事である。

この工事も，馬入川取水事業と同一地点の寒川地先

から，新たに１日50万立方メートル取水して，小雀

浄水場をへて新設予定の新鶴見配水池につなごうと

するもので，総工費は126億円，5ヵ年計画で44年

度には完成する予定である。40年度は，送配水工事

を中心に浄水工事，建物工事に着手したが，とくに

送配水工事は順調に進んでいる。

この拡張工事が完成すると，戸塚・磯子・南区に10

方立方メートル，保土ヶ谷・鶴見・港北区に40万立

方メートルの配給水ができることになる。

だが、これで，相模川水系の水源はあと100万立方

メートルの余力を残すのみで，ほとんど取りつくす

ことになった。県内で取水可能な河川は酒匂川を残

すだけであるが，水源能力が200万立法メートルと

少く，しかも県内各都市がこの水源を必要としてい

るので，現在両河川から１日300万立方メートル取

水を計画するとともに，広域的水源問題を考えねば

ならない段階になってきた。

⑲一市営交通

＜市営交通の現状＞ 急激に郊外部に伸びる

人口は，都市交通の役割をますます重要なものにし

ている。

市内の交通機関は，国鉄・私鉄・市営交通の三者が

分担して乗客の輸送にあたっているが，都市交通と

して一本にまとめてこれらをみると多くの問題点を

指摘することができる。

馬入川系統第２水路橋
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まず，交通機関と人口分布のアンバランスである。

鉄道は国鉄・私鉄ともに臨海部に集中し，内陸部に

のびているのは相鉄と国鉄横浜線だけであって，市

街地と内陸部を有効に結びつける環状線が存在して

いない。つぎに夜間人口が昼間人口を上回っている

ことである。これは朝晩の通勤・通学ラッシュを招

くとともに，片荷輸送的性格を強めている。さらに

鉄道・バスの路線が互いに入りくんで競合している

ことである。最後に，乗用車の飛躍的増加が，都市

交通機関の構造を変えつつあることである。

こうした条件を反映して，市営交通は大きな転機を

迎えた。すなわち，従来市営交通の柱であった市電

は，交通ラッシュによるスピード低下や国鉄根岸線

開通などによって乗客数が減少してきた。しかし，

市電はもっとも市民に親しまれた大衆交通機関であ

るので，年々車両を更新し，軌道改良工事などを行

なってサービスにつとめ、40年度は一日最多運転

156両、1日走行キロ数２万8,123キロ，一日平均24

万８千人の乗客を輸送した。

市電の市街地交通機関的性格とは反対に，市バスは

主として郊外部・内陸部の交通機関であり，乗客数

は年々増大しつつある。そこで毎年系統・営業路線

を増加し，40年度は84系統，34万5,195キロメート

ルになった。１日走行キロ数６万4,735キロメート

ル，乗客数１日平均32万１千人である。

トロリーバスは34年に開設したものでまだ２系統し

かないが、40年度は１日走行キロ数3,450キロメー

トル、1日平均２万5,465人と乗客数は増加してき

た。

こうして市民の足を確保するために市営交通はサー

ビス改善につとめてきたが，その裏には大きななや

■表2－ 2－35　市内の交通機関利用状況

■図2－2－62　市営交通機関1日平均乗客数、

　　　　　　　　運転車輛数の推移
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みがあった。それは年々累積する赤字であり，しか

も単年度赤字が年々増大していることである。39年

度1ヵ年で約13億円の赤字となり、39年度末で累積

赤字は52億6,800万円になった。これを打開すると

ともに，積極的に将来の市営交通のあり方を考え体

質改善をはかったのが，41年１月に発表された「横

浜市交通事業再建整備５ヵ年計画」である。

＜市営交通の再建計画きまる＞ 市営交通に

は公共性と企業性の二つの性格がある。したがって

民間企業とちがって，営利本位だけで路線や運転台

数をきめることはできない。交通機関の不便な地域

には，ある程度企業性を無視してもサービスを行な

う。しかし，その経営は企業性をもっ七独立採算制

かとらなければならない。こうしてただでさえ困難

な経営は，さきに述べた事情が加わってますます悪

化した。

再建５ヵ年計画は，事業整備計画・料金の適正化・

財政対策の三つからなり、43年度から営業収支を黒

字にするものである。

まず，市電は，乗客の減少がいちじるしく将来性に

とぼしい路線は，代替交通機関を整備してから縮少

していくものとし，一方ワンマン化によって経済性

をはかることにした。この縮少は，高速度鉄道第１

期開通予定の前期５ヵ年の間に，生麦線ほか５路線

１万7,290キロタートルを縮少するもので，41年１

月現在の営業路線長の５万1,793キロメートルの33

％にあたるものである。この計画にもとずき，41年

7月31日に生麦線4.08キロメートルと中央市場線0.6

キロメートルを廃止した。さらに高速度鉄道第１期

開通後の新しい乗客の潮流の変化を調査のうえ，後

期縮少計画をたてることになっている。ワシマン化

は42年度から4ら年度までの４ヵ年計画で、10路線

129両を実施していく。

市バスは急速な増大が予想されるので、510両のバ

スを925両に増加し，運転回数をふやすことにした。

このため毎年平均83両増加しなければならないが，

ワソマソバスが中心となる。現在のワンマンバス140

両を781両と大巾に増加させるのに対し，普通車は

370両から144両に減少させることにした。すなわ

ち，現在の19路線123両運転のワンマンバスは，45

年度末では687両運転となって，約85％がワンマン

運転になる。このようにして市電を縮少し，市電・

市バスをワンマン化することにより，約８億円の節

減効果がある。

なおトロリーバスは、45年度までに現在より７両増

加して27両とし、23両運転を実施することになって

最後の生麦線電車
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いる。

つぎは料金の適正化である。乗客１人あたり輸送原

価は，市電で28円68銭，市バスで24円30銭である。

これに対して乗車料は市電15円（実収12円55銭）,

市バス20円（実収18円26銭）で，原価をはるかに割

っていた。そこで市電15円を20円に，市バスの１区

20円、2区30円、3区40円，4区50円を均一30円

に，トロリーバス20円を30円にそれぞれ改正した。

しかし，これを期に，身体障害者・失業対策事業就

労者・生活要保護世帯および母子家庭に対しては無

料乗車を認めることとし，恵まれない人たちへも十

分な配慮を行なった。

また，一般乗客の便を考えて，主婦や通院者が使え

る普通定期券，市電の通勤通学三角定期や，全線の

３ヵ月定期券，身体障害者・児童福祉法適用者に対

する２割引きの割引定期券の新設を行なうことにし

た。

こうして交通事業経営の改善に努力するほか，政府

援助を受けて累積赤字を解消し，健全化するため，

地方公営企業法にもとずぐ財政再建団体となうたo

<46年に地下鉄運転＞ 横浜は地域的に不均

等な発展をし，交通機関と人口がアンバランスであ

ることはさきにのべたが，この弊害を是正するだけ

でなく，新しい都市づくりのにない手として巨大都

市にふさわしい交通機関の必要が，以前から考えら

■表2－ 2－36　市営交通料金改正表

■図2－2－63　横浜とその周辺の高速鉄道網計画
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れてきた。これを，高速度鉄道の建設という形では

じめて明らかにしたのは、40年２月のことである。

以来，市はその計画について作業を進めてきたが，

一方，40年６月より，運輸省の諮問機関である都市

交通審議会横浜部会の検討も進み、41年７月に運輸

大臣に答申を行なった。

これによると，路線は４本、64.5キロメートルで，

必要資金1,500億円におよぶぼう大なものである。

すなわち，六合附近～戸塚駅～上大岡～弘明寺～関

内（18.6キロメートル），屏風ケ浦～八幡橋～藤棚

～横浜駅～神奈川新町（11.4キロメートル），本牧

～関内～横浜駅～新横浜駅～勝田（19.2キロメート

ル），鶴見～末吉橋～綱島附近～勝田～元石川（15.3

キ1=･メートル）の４本である。

市はこのうち，関内駅～弘明寺～上大岡駅間5.7キ

ロメートルと，横浜駅～関内駅～山下町間5.1キロ

メートルの２区間を緊急路線として，全線地下，建

設費310億円で，42年度から工事にかかり，45年度

中に完成させることになった。

地下鉄による新しい交通網が完成すれば，郊外部と

市街地の連絡強化による通勤者・通学者の利川の便

はもとより，新横浜駅を含めた市中心部の輸送が一

段と強化し，新しい人口流動にマッチした川想的な

都市交通機関になると思われる。
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